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資料１ 
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１．前回部会の宿題 

（１）公表様式の見直しについて 
 

 
 
〈回答〉 
① 現行の生産動態統計の速報で公表しているのは 388 品目である。このうち、速報公表様式の

見直しによって、データの一部が取得できなくなるのは、Ａ．鉱工業指数において受注生産品（生

産＝出荷）として採用している品目の出荷、Ｂ．複数調査単位掲載品目（生産・出荷は金額単位、

在庫は数量単位で採用しているもの）といった 13 品目のみである。 
  なお、これらの品目については、新公表様式において調査品目で公表するとともに、現行の速

報公表品目との接続関係が判る情報を掲載する予定であり、これを基に把握することが可能で

ある。 
 

A．鉱工業指数で受注生産品として採用している品目：出荷の実績を掲載していない。 
該当品目：３品目（食料品加工機械、個装・内装機械、天然ガス） 
 

 
 
 
 
 
  

① 生産動態統計調査と鉱工業指数の速報公表物の差異について 
② 速報公表物の品目別の利用状況について 
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B．生産・出荷・在庫で採用単位が異なる品目：採用単位以外の実績を掲載していない。 
該当品目：10 品目（分析機器、試験機、線形 IC、モス型 IC（マイコン）、モス型 IC（ロジッ

ク）、モス型 IC（メモリ）、モス型 IC（マイコン・ロジック・メモリを除く）、混成 IC、アクテ

ィブ型液晶素子（大型）、アクティブ型液晶素子（中・小型）） 
 

 
 
 
 
 
② 生産動態統計の速報と鉱工業指数の実数表の公表物はいずれも１ファイルとなっているため、

公表物内の品目別の利用状況については把握できない。 

 
 
（２）品目の新規採用基準について 

 

 
 
〈回答〉 
昨年度の調査研究事業の検証データを確認したところ、従来の調査品目の採用基準であった年

間製造品出荷額 1000 億円について、検証結果では 600 億円を基準とすることで精度維持ができ

ることが確認できたが、精度向上を図ることや数値的な区切りの良さを鑑みて 500 億円による追

加検証を実施し、新しい基準として適用したため、400 億円での検証は実施しなかった。 
 
  

 年間製造品出荷額 400 億円以下のカバレッジについての検証内容について 
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（３）調査品目の統合について 

 

 
 
〈回答〉 
品目の統合については、①品目の同質性（調査票の品目階層の上位品目が同じ）を確保しつつ、

②対象事業所数（対象事業所が少ない及び減少傾向）、又は、③生産額等の規模を考慮して実施し

ている。 
最近行った品目統合の例示は以下のとおり。 

 

 
 

（４）選定基準の変更案について 

 

 
 
〈回答〉 
１．（１）③調査品目ⅳ中「日本標準産業分類・生産物分類（2024 年設定）」の記述に変更する。 
また、３．調査票において、「調査品目が類似している」の記述を追記することについては、調

査品目が類似している場合、調査項目も類似している場合が多いことから、現行の統一基準で読

めると判断できるため、変更を見送ることとしたい。 
 
  

調査品目の統合の条件について 

「産業分類と生産物分類」「調査事項が類似している旨の基準への追加」について 



- 4 - 

 

２．小西委員からの質問 

【１】（１）製品欄 ②内訳項目で「国内」と「国外」を削除する件について 
 

 
 

〈回答〉 
 小西委員のご認識のとおり。 
 

質問１．資料３経済産業省生産動態統計調査 審査メモ回答案 P.２＜回答＞b において、「現

状で「受入」を国内と国外に分けて調査している調査票は「民生用電気機械器具月報」と

「楽 器月報」の２種類の調査票のみ」とのことでしたが、表１の事務用機械（図１参照）

でも調査項目となっているようです。口頭説明があったかもしれないのですが、回答案に

なかったので、この点質問させてください。現状調査対象は表１の３調査票との認識で合

っていますでしょうか。 
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〈回答〉 
 現在検討中であるが、現行の受入の定義は、国内及び国外の合算値となっているため、仮に統

合する場合は、定義どおり国外からの受入分を含めて報告してもらう予定。 
  

質問２．例えば民生用電気機械器具（図２）において、現状は受入について受入数量国内、

受入数量国外と分けて調査されて、公表されています。今回の改訂で、国内と国外を統合

した場合、海外からの受入れ分は報告対象外とする予定ですか？ 
 

 



- 6 - 

 

 

 
 
〈回答〉 
 以下の表のとおり、「受入」と「その他出荷」の定義は異なるため、両者は必ずしも一致しない。

例えば、「受入」の「ア．他企業から購入したもの」は、購入した側は「受入」に計上されるが、

売った側は「販売」に計上され、「その他出荷」には計上されない。 
 当時は、国内生産の空洞化の進展などもあり、政策上、国外からの受入分の把握が必要となっ

たため受入を国内と国外に分割した。 
しかし、その後状況が変化し、昨年度の調査研究事業において、集計結果の利活用状況につい

て所管原課と業界団体にアンケート調査やヒアリングを行ったところ、利用していないという回

答であった。また、受入について、国内と国外を分けて記入してもらうことは、記入者側にも負

担がかかることである。さらに、販売やその他出荷、在庫の調査項目は、国外からの受入分も含

めた実績であり、受入を国内と国外に分けなくても、需給バランスを確認することで統計精度の

確保は可能である。 
 

 
  
 
  

質問３．オールジャパンで見ると、公表値（集計値）において「受入」≒「その他出荷」で

バランスすると思います。もしもバランスしない（大幅にずれる）場合には、「受入」に調

査対象事業所以外からの受入分と輸入分が含まれると思います。その点においても、現状

「受入」を「国内」と「国外」に分けている３調査票以外にも対象を増やして、輸入分など

を識別して国内生産分の出荷の把握の精度を上げる必要があると思われます。平成２５年

時点では、恐らく３調査票の対象品目で「受入」と「その他出荷」の乖離が大きかったた

め、国内外の別が調査項目となったと推察します。今回の改訂につき、３調査票について、

上記の乖離がなかったから削除するということに至ったのでしょうか。加えて、改めて他

の品目にいて、「受入」と「その他出荷額」の公表値の乖離については確認しましたでしょ

うか。特に海外からの輸入品受入が多い品目については確認が必要だと考えます。 
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【２】調査欄 及び調査項目（２）原材料欄についての質問 

 

 
 
〈回答〉 
令和６年度の調査研究事業の研究会において有識者の委員から、現状の統一基準において記載

されている「古紙など環境分野等の業種横断的なもの」という表現が判りづらいという指摘があ

った。この表現は、環境政策の基礎情報として製造業における資源の再利用の実態を捉えるとい

う意味であるため、より一般的でイメージし易くなるように「リサイクルの把握」と平易な記載

とすることとした。 
当該箇所の記載の適正化を図るものであり、原材料欄の調査事項の削減を想定しているもので

はない。 
 
  

質問４．現行の「古紙など環境分野等の業種横断的なもの及び～」（図３）に当てはまり、

原材料の調査を行っている月報とそれに紐づく品目数を表２に示しています。まず、「リサ

イクルの把握」は何を意味して、どの様な状況を指していますか。次に、変更案で、「リサ

イクルの把握」が条件になると、原材料欄が削除になる品目、月報はどれを想定していま

すか。 
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【３】調査欄 及び調査項目（４）生産能⼒・設備欄 

 
 
〈回答〉 
利活用ニーズを踏まえ、現在の調査については引き続き、調査を継続する。拡充の部分の記載

内容については、「統一基準」として、統一的に扱うことは想定していないが、今後も、行政上の

ニーズ等を踏まえた調査項目の見直しは随時検討していく。 
 
【４】３．調査票について 

 
 
〈回答〉 
調査票の改正内容については、現在検討中であり、具体的な数値を回答することは現時点で困

難であるため、差し控えたい。 
 

 
 
〈回答〉 
「工業的に近しい性質」とは、製造工程等が類似しているという意味である。その上で、「調査

品目または調査項目が類似している」という統合条件は「かつ」と想定している。しかし、現行

の統一基準で読めると判断できることから、変更を見送ることとしたい。 

質問５．第二回目部会で拡充に関する記述を削除する（図４）理由を質問したところ、「今

まで記載していたが拡充できなかったため」との回答をいただきました。部会での議論の

みならず利用者からも、生産能⼒の項目の重要性が指摘され、わが国の製造業の実態を知

る上で非常に重要だと考えます。今後、調査技術が向上することで客体負担を軽減しなが

ら調査可能になった場合や、喫緊で政策上必要な品目について生産能⼒を把握する必要が

ある場合も考慮して、今回の統一基準の見直しでことさらに削除する必要はないのではな

いでしょうか。 

 

質問６．今回の改訂（図５）で「統一基準」に「調査項目の類似性」を加えることで、現状

の 109 種類の調査票のどれが統合される予定ですか。客体負担の軽減が統合の理由の一つ

だと思いますが、この統合により、事業所負担がどれくらい減るのか（つまり、同一事業所

が回答する調査票がどれくらい減るのか）を、全体かつ概数で良いので、調査票数、調査対

象事業所の変化を教えてください。 
 

 

質問７．「工業的に近しい性質（図５）」とは、どういう意味ですか。あまり使わない表現な

ので説明が欲しいです。また、２つの条件は、「かつ」なのか、どちらかでも成り立つと、

統廃合の要件になるのか、教えてください。 
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〈回答〉 
 例示に挙げられている銑鉄のように、新公表様式の調査品目で秘匿になる場合でも、鉱工業指

数の速報の実数表で引き続き把握することが可能である。また、鉱工業指数の速報の実数表以外

で秘匿によりデータが取得できなくなる品目については、継続的にデータ提供が可能になるよう

個別に検討中である。 
なお、速報公表様式の見直しによって、データの一部が把握できなくなる 13 品目についても、

新公表様式において公表する調査品目のデータとともに、現行の速報公表品目との接続関係が判

る情報を掲載する予定であり、引き続き把握することが可能である。 
 

質問８. 論点 d 「速報、月報、年報の様式の統一化」に関連して、現状で速報と確報で公

表する品目の分類が異なっている場合、統一化をすることに伴い、速報において公表され

なくなる品目の分類は無いと考えてよいのでしょうか。 
図６の銑鉄の例では、現状速報では、「銑鉄」の集計結果が公表され、確報では「銑鉄」を

構成する「製鋼用銑」と「鋳物用銑」が公表対象です。しかし、秘匿となっている（X）た

め、利用者は確報結果を用いて「銑鉄」の値を求めることができない事象が起きているよ

うに見受けられます。速報では得られている「銑鉄」の値が、確報への様式の統一化によっ

て、得られなくなるのではと懸念しています。生産動態統計調査の調査票の一番最初の「1)
鉄鋼・非鉄金属・金属製品」の冒頭の「銑鉄」からこの懸念があるので、それ以降の調査票

の品目分類について、統一化によって何が起こるのかわかりやすく具体的に説明していた

だきたいです。統計作成のための効率化のための様式の統一化については反対ではありま

せんが、利用者の知る機会使う機会が著しく縮減することには懸念があります。その点を

払拭できるよう、ご説明をよろしくお願い致します。 
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〈回答〉 
過去 61 か月分の時系列表の作成においては、調査票情報の二次利用申請は不要である。このた

め、申請手続きによる負担増加ではなく、作表作業自体の負担が大きい。 
また、調査月の翌月末までに速報を、翌々月中旬までに確報をそれぞれ正確に公表する必要が

あり、リソースの制約から、現行の調査計画に時系列表を加えることは難しい。 
さらに、他の統計調査においても、調査計画の集計事項に時系列表を記載している例はないこ

とから、引き続き、特別集計という扱いとし、調査計画への記載は見送ることとしたい。 
なお、時系列表については、今後も確報公表日の翌営業日に継続して公表する予定である。 

 
 

以上 

質問９（意見です）．論点ｄ の「これまで過去５年分の合計値等を公表していたところ、調

査品目が変更になった場合も今までと同様の数値は利用者において集計可能なのか」に関

連した質問。 
論点 d の回答で、「過去５年分のデータについては、各年の統計表を接続するために新たに

品目・アイテム対応表（仮称）（別紙３参照。）を提供する予定で、当該対応表を用いること

で調査品目の変更があった場合でも、利用者において過去５年のデータを接続することが

可能である。また、特に時系列利用のニーズが高い生産、販売（出荷）、在庫については、

過去 61 か月分の時系列表（別紙４参照。）を作成している。当該時系列表について継続し

て公表を行うことで、利用者側で過去５年分のデータを集計可能である」と回答いただき

ました。 
今後も「過去 61 か月分の時系列表」を継続的に公表をしていただけるとのこと、ありが

とうございます。調査計画を拝見すると、「過去 61 か月分の時系列表」が入っておらず、

事前レクではこの作業は二次利用申請をして行っており負担が大きいとのことでした（記

憶違いでしたら訂正ください）。今後も継続的に公表してくださるとのことでしたら、調査

計画に当該表を加えることで、負担を軽減し、かつ、継続性の担保ができるのではと考え

ます。 


